
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

広島県 坂町広島県 坂町広島県 坂町広島県 坂町人 口面 積標準財政規模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 13,38615.673,385,8805,209,9665,095,39292,703 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.84][0.84][0.84][0.84]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位8/628/628/628/62全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均0.610.610.610.610.000.300.600.901.201.501.802.10

0.160.160.160.16
1.611.611.611.61
0.550.550.550.550.580.580.580.580.600.600.600.600.590.590.590.590.570.570.570.57 H21H20H19H18H17
0.840.840.840.840.860.860.860.860.880.880.880.880.850.850.850.850.820.820.820.82

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [87.3%][87.3%][87.3%][87.3%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位25/6225/6225/6225/62全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均94.594.594.594.5

(%)
110.0100.090.080.070.060.0

99.099.099.099.0
68.368.368.368.387.987.987.987.988.188.188.188.189.489.489.489.488.688.688.688.689.089.089.089.0

H21H20H19H18H17
87.387.387.387.383.283.283.283.285.485.485.485.485.685.685.685.689.689.689.689.6

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[116116116116,,,,191191191191円円円円]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位17/6217/6217/6217/62全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均115,856115,856115,856115,856広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均124,611124,611124,611124,611

(円)
500,000400,000300,000200,000100,0000

378,758378,758378,758378,758
98,29298,29298,29298,292145,808145,808145,808145,808133,329133,329133,329133,329139,460139,460139,460139,460139,240139,240139,240139,240143,067143,067143,067143,067

H21H20H19H18H17
116,191116,191116,191116,191112,426112,426112,426112,426109,682109,682109,682109,682112,552112,552112,552112,552121,985121,985121,985121,985 給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [92.6][92.6][92.6][92.6]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位16/6216/6216/6216/62全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.898.898.898.8全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均95.195.195.195.1110.0105.0100.095.090.085.080.075.0
101.6101.6101.6101.6
83.383.383.383.394.194.194.194.193.993.993.993.993.893.893.893.893.393.393.393.392.892.892.892.8

H21H20H19H18H17
92.692.692.692.694.194.194.194.194.294.294.294.293.893.893.893.894.294.294.294.2

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[7777....02020202人人人人]]]]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位12/6212/6212/6212/62全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.337.337.337.33広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.857.857.857.85

(人)
40.0030.0020.0010.000.00

27.9827.9827.9827.98
5.615.615.615.619.889.889.889.889.419.419.419.419.699.699.699.699.909.909.909.909.769.769.769.76

H21H20H19H18H17
7.027.027.027.027.037.037.037.037.287.287.287.287.417.417.417.417.577.577.577.57

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [9.0%][9.0%][9.0%][9.0%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位9/629/629/629/62全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均11.211.211.211.2広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均14.014.014.014.0

(%)
40.030.020.010.00.0

28.328.328.328.3
0.80.80.80.813.113.113.113.113.713.713.713.713.613.613.613.613.813.813.813.812.412.412.412.4

H21H20H19H18H17
9.09.09.09.09.59.59.59.511.611.611.611.613.313.313.313.314.114.114.114.1

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [-%][-%][-%][-%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位1/621/621/621/62全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均92.892.892.892.8広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均168.5168.5168.5168.5

(%)
300.0200.0100.00.0

206.6206.6206.6206.6
0.10.10.10.151.051.051.051.063.263.263.263.274.574.574.574.5

H21H20H19H18H17

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの
財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況 給与水準給与水準給与水準給与水準   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況
公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
坂町坂町坂町坂町※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄【財政力指数】　平成１７年からほぼ同水準で推移しており、類似団体と比較しても高い水準にある。【経常収支比率】　景気悪化による町税の減収や、福祉事務所の設置により、扶助費である生活保護費や児童扶養手当が皆増となり、それらの特定財源である特別交付税が臨時的一般財源として扱われるため、4.1ポイント悪化した。【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】　計画的な職員数の適正化を図っており、また、事務事業の見直しにより経費節減を図ってきた。今後も継続し、更なる経費節減を図る。
【ラスパイレス指数】　人事院勧告に準じた給与改定を行っている。地域手当支給地域であるが、導入は見送っている。 【将来負担比率】　将来負担額に対し充当可能財源が上回っているため、将来負担比率がマイナスとなっている。今後もこの状態を継続するため地方債に依存しない財政運営を行う。【実質公債費比率】　下水道事業については、早期に整備を行い面整備は100％完了しているため、今後は大きな借入れは発生しない。このため公営企業に対する地方債償還財源繰出金も減少するものと思われる。　普通会計については、地方債に依存しない財政運営を今後も継続して行い、数値の改善を目指す。【人口千人当たり職員数】　職員数については、権限移譲により微増しているが、計画的に定員管理を行っており、類似団体と比較して少ない職員数となっている。


